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1. 経営戦略の趣旨 

1-1. 経営戦略の目的 

下水道は、町民生活や社会経済活動を支える重要なライフラインの一つです。広野町（以

下、『本町』という。）の下水道事業は、生活環境の改善及び水洗化※を目的に整備を行っ

てきました。 

本町では、効率的な事業運営を実施するため令和 6 年 4 月 1 日に地方公営企業法※を

適用し、会計方法を官庁会計※から公営企業会計※へ移行しました。しかし、資産の老朽化

に伴う更新時期の到来や、人口減少等に伴う使用料収入の減少に加え、異常気象の頻発な

ど、下水道事業を取り巻く環境は厳しさを増しています。事業継続のためには、将来の経

営環境を見越した中長期的な視点で、計画的に運営していくことが求められます。 

本町においても、将来にわたって事業を継続させるため、現況の把握、将来の見通し、

課題の抽出とそれに対する対策を取りまとめた「経営戦略※」を策定し、これに基づく計

画的かつ合理的な経営を行うことにより、経営基盤の強化と財政マネジメントの向上を実

現することを目的とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1-2. 計画期間 

本経営戦略の計画期間は、202６（令和８）年度から 203５（令和 1７）年度までの

10 年間とし、予測を行います。  

出展：総務省ホームページ 
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2. 下水道事業の概要 

2-1. 下水道事業の整備状況 

1) 沿革 

本町の下水道事業は、広野処理区の１地区を対象とした事業で、流域下水道※への接続

はありません。処理場数は広野浄化センター1 ヶ所で処理しています。 

下水道管は、下水が排出される家庭や工場などから処理場へ向かって自然流下で流れる

よう勾配をつけて布設されます。そのため、平地で長距離の下水道管を布設すると、勾配に

より下水道管は次第に深くなり、工事費がかさむうえ設置後の維持管理が難しくなります。  

このような場合、水量に応じて中継ポンプ場※もしくはマンホールポンプ※を設置し、下

水を地表付近まで汲み上げ、再び浅い位置から自然流下で流す必要があります。他にも、低

い土地から高い土地へ下水を汲み上げる場合や、河川などを横断する場合などは、中継ポン

プ場もしくはマンホールポンプを必要箇所に設置することとなります。 

本町の下水道事業における令和 6 年度末時点における普及率は 68.9％、処理区域内人

口密度は、19.8 人/ha となっています。 事業概要は以下のとおりです。 

項目 詳細 
 

事業 特定環境保全公共下水道事業  

供用開始年度 平成 5 年度  

供用開始日 平成 5 年 5 月 31 日  

法適・非適用区分 法適用  

処理区域内人口密度 19.8 人／ha  

流域下水道等への接続の

有無 
なし  

処理区数 1（広野処理区）  

処理場数 1（広野浄化センター）  

広域化・共同化・最適化

実施状況 

広野処理区は、認可計画区域 163.0ha の内、156.0ha の整備が完

了しています。現下水道区域としていますが、今後は下水道施設の老

朽化が課題です。 

 

 

2-2. 使用料 

1) 現行の使用料 

下水道事業における使用料の額は、基本使用料と従量使用料との合計額とし、毎使用月

において、使用者が排除した汚水の量及び用途に応じて算定をします。 

・基本使用料：1,210/月（10㎥まで） 

・超過使用料：126 円/月（1㎥につき） 
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2) 有収水量および使用料収入の実績 

有収水量※は、2020（令和 2）年度をピークに減少傾向で推移しています。 

それ以降は概ね同額程度で推移しています。 

図 有収水量及び使用料収入の実績推移 

 

2-3. 組織体制 

本町下水道事業は、2025（令和 7）年度現在、建設課都市計画係にて運営されており、

職員 2 名（建設課職員 7 名（うち会計年度任用職員 1 名））で対応を行っています。現

状、最低限の人員で業務を行っている状況にあるため、管渠施設の調査・修繕・清掃業及

び処理場の運転管理業務等を民間に業務委託することにより、コスト縮減及び効率的経営

に努めています。 

2-4. 民間活力の活用等 

民間活用の状況  

ア 民間委託 

 （包括的民間委託を含む） 

・管渠施設 

調査、修繕、清掃業務を仕様発注により業務委託してい

る。 

・処理場 

運転管理業務等を仕様発注により業務委託している。 

イ 指定管理者制度 ・未採用 

ウ ＰＰＰ※・ＰＦＩ※ ・未採用 

資産活用の状況 

ア エネルギー利用 

 （下水熱・下水汚泥・発電等） 
・未採用 

イ 土地・施設等利用 

 （未利用土地・施設の活用等）  
・未採用 
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2-5. 他事業体比較 

総務省では、公営企業の経営の現状及び課題を的確かつ簡明に把握するため、経営指標

を整理した「経営比較分析表」を策定・公表しています。 

総務省公表の公営企業年鑑令和 5 年度のデータを用いて経費回収率・汚水処理原価・水

洗化率について比較を行うことにより、本町の現況の運営状態の把握を行うこととします。 

なお、本町下水道事業は令和 6 年度決算データを用いています。 

1) 経費回収率 

経費回収率は、使用料で回収すべき経費をどの程度使用料収入でまかなえているかを示

す指標です。数値が 100％を下回っている場合、汚水処理に係る費用が使用料以外の収

入によりまかなわれていることを意味するため、適正な使用料収入の確保及び汚水処理費

の削減等の対策が必要となります。 

本町下水道事業では 100％を下回っており、汚水処理にかかる経費を使用料で回収で

きていない状況にあります。 

 

 

                  （※1 経費：維持管理費 資本費：減価償却費・利息分） 

 

 

【図】 他自治体との比較 経費回収率 
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2) 汚水処理原価 

汚水処理原価は、有収水量１m³当たりの汚水処理に要した費用であり、汚水処理にかか

る維持管理費と資本費の両方を含めたコストを表した指標です。 

本町下水道事業の汚水処理原価は、全国平均を大幅に上回っています。 

  

 

 

 

【図】 他自治体との比較 汚水処理原価 
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3) 水洗化率 

下水道供用開始区域（整備済区域）内に住んでいる人口のうち、既に水洗便所を設置し

て汚水を下水道で処理している人口の割合を表した指標です。 

なお、公共用水域の水質保全や、使用料収入の増加等の観点から 100％となっている

ことが望ましいとされています。 

  

 

 

【図】 他自治体との比較 水洗化率 
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3. 将来の事業環境 

3-1. 処理区域内人口・水洗化人口 

処理区域内人口※は、将来行政人口※の推移を基に算出し、減少傾向で推移する見通しで

す。水洗化人口※も同様に減少傾向の見通しです。 

【図】 処理区域内人口の推計結果 

 

3-2. 有収水量 

有収水量は、算出した水洗化人口の将来値を基に試算しているため、水洗化人口と同様

に減少傾向で推移する見通しです。 

【図】 有収水量の推計結果 
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4. 経営の基本方針 

4-1. 経営理念 

下水道事業では、利用人口の減少や施設の老朽化、厳しい財政状況に加え、異常気象の

頻発など、事業を取り巻く環境は大きく変化しており、町民の皆様の安全で快適な暮らし

を脅かすリスクが大きくなっています。こうしたリスクの軽減を図るとともに、下水道サ

ービスを将来にわたり、健全に維持することが求められています。 

本町では、2024（令和 6）年 4 月から、事業経営の健全化を目指し、公営企業会計方

式を導入しています。今後、公営企業会計方式による財政収支計画を活用し、その指標値

をわかりやすく公表することで、広く下水道事業に対する理解を深めていただけるよう努

めることとします。また、限られた財源の中、適正な事業計画と財政計画をもとに、計画

的な下水道事業の経営を目指します。 

 

4-2. 基本方針 

1) 公共下水道施設の整備促進 

計画区域の概成を目指し、効率的に施設整備を実施します。 

2) 公共下水道施設の適正な維持管理 

広野町公共施設等総合管理計画に掲げる管理方針と整合を図るものとします。 

⓵処理施設の適正な運転と管理を実施します。 

⓶下水道管の事故防止のため、計画的な調査と維持管理を実施します。 

③自然災害等の緊急時対応のため、下水道危機管理体制を整備します。 

3) 下水道事業の経営の安定 

下水道事業を持続的かつ安定的に経営していくため、収入・支出の両面から経営健全化

に取り組んでいきます。 

4) PDCA サイクルの確立 

経営戦略については、毎年度、経費回収率などの財政指標※を用いた進捗管理を行い、

その結果を公表するとともに、5 年ごとに結果の検証を行い、10 年を計画期間とする新

たな経営戦略に改定するといった PDCA サイクル※を確立します。 

本計画を策定後も、進捗管理や計画と実績との乖離検証、定期的な見直しを行うことに

よって、計画的経営を実現するとともに、将来にわたって安定的に質の高いサービスの提

供体制を確保します。  
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5. 投資財政計画 

5-1. 投資に関する説明 

1) 今後の計画など 

①. 投資の目標に関する事項 

改築の予定はなく、基本的には更新整備のみ予定しています。 

②. 広域化・共同化・最適化に関する事項 

農業集落排水区域との統合等を今後検討していきます。 

③. 民間の活力の活用に関する事項（PPP/PFI など） 

現在の委託を継続していくとともに、さらなる効率的な運営を検討していきます。 

 

5-2. 財源に関する説明 

1) 収益的収入に関する事項 

①. 使用料収入 

使用料収入は、水洗化人口の将来値と過年度の使用料収入実績を基に算出していますが、

緩やかな減少傾向となっています。 

 

【図】 使用料収入の推計結果 

 

②. 財源の目標に関する事項 
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③. 企業債に関する事項 

当初建設時の企業債※の償還は予定通り償還しており、順調に残額が減っています。 

④. 繰入金に関する事項 

一般会計からの繰入金※は一定値を検討しますが、昨今の物価の上昇により支出額が増

額する可能性も考慮しながら安定した事業の運営に努めます。 

2) 資本的収入に関する事項 

①. 補助金 

施設や管渠の更新に関しては、できるだけ自己財源を活用します。 

②. 企業債 

i） 下水道事業債 

処理場・機器類等の建設事業費の財源としての借入は、事業規模により検討していき

ます。 

ii） 資本費平準化債 

資本費平準化債※の借入は行わないこととしています。 

 

5-3. 投資以外の経費に関する説明 

①. 職員給与費に関する事項 

過去の実績平均値に 1.5％上昇率を考慮して計上していますが、今後も業務の効率化を

図ります。 

②. 動力費に関する事項 

機器更新時に省エネ機器の導入等を検討し動力費の削減を図ります。過去の実績により

積算し、同条件で使用した場合を計上しています。 

③. 薬品費に関する事項 

過去の実績により積算し、同条件で使用した場合を計上しています。 

④. 修繕費に関する事項 

更新時期を迎え修繕費の増額が見込まれます。機器類などは適正な時期に更新し、最小

限の経費にて実施します。過去の実績平均値に 1.5％上昇率を考慮して計上しています。 

⑤. 委託費に関する事項 

過去の実績平均値に 1.5％上昇率を考慮して計上しています。 
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6. 財政収支見通し 

6-1. 収益的収支・経費回収率 

1) 収益的収支 

収益的収支※は、２０２5（令和 7）年度以降は、純利益が収入より支出が上回る傾向が

続きます。営業収益の使用料収入のみでは、財源が不足し、一般会計からの繰入金に依存

する経営が続く見通しです。 

2) 経費回収率 

今後 10 年間における経費回収率は、下降する見通しで、使用料で回収するべき経費を

回収できず、原価割れ※の状態が継続する予測となっています。２０２5（令和 7）年度以

降は、純利益※がない見通しです。 

【図】 収益的収支・経費回収率の予測結果 
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6-2. 企業債残高・企業債償還金対使用料収益比率 

1) 企業債残高 

既存の企業債残高は顕著に減少し、２０３４（令和１６）年度に償還が完了します。 

2) 企業債償還金対使用料収益比率 

企業債償還金対使用料収益比率は、使用料収入に対する企業債償還金の割合を示す単純

指標ではありますが、100％を上回る場合、使用料収入以上の償還金を支払っている状態

といえます。 

２０2６（令和８）年度以降は 100％を下回り、将来的には、企業債残高は顕著に減少

しているため、企業債償還金対使用料収益比率は今後減少していくことが予測されます。 

【図】 企業債残高・企業債償還金対使用料収益比率の予測結果 
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6-3. 収益的収支・資本的収支の見通し 

令和 7～17 年度までの収益的収支・資本的収支※の見通しを以下に示します。 

◆ 収益的収支の予測 

 

 

 

 

 

（単位：千円）

年　　　　　　度 前年度

区　　　　分 【 決 算 】

１． (A) 47,220 46,586 46,027 45,476 44,931 44,392 43,860 43,334 42,815 42,302 41,795 41,294

(1) 47,100 46,535 45,976 45,425 44,880 44,341 43,809 43,283 42,764 42,251 41,744 41,243

(2) 120 51 51 51 51 51 51 51 51 51 51 51

２． 190,750 154,043 148,016 146,138 146,137 144,174 144,239 143,421 143,402 143,332 135,891 135,310

(1) 107,905 70,813 70,813 70,813 70,813 70,813 70,813 70,813 70,813 70,813 70,813 70,813

107,905 70,813 70,813 70,813 70,813 70,813 70,813 70,813 70,813 70,813 70,813 70,813

(2) 82,749 83,130 77,103 75,225 75,224 73,261 73,326 72,508 72,489 72,419 64,978 64,397

(3) 68

(4) 28 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100

(C) 237,970 200,629 194,043 191,614 191,068 188,566 188,099 186,755 186,217 185,634 177,686 176,604

１． 207,982 244,987 228,179 226,355 228,975 227,547 237,373 227,941 231,233 231,803 225,028 229,015

(1) 17,133 19,921 19,951 19,981 20,011 20,041 20,071 20,101 20,131 20,161 20,192 20,222

17,133 19,921 19,951 19,981 20,011 20,041 20,071 20,101 20,131 20,161 20,192 20,222

(2) 60,944 94,770 87,477 87,940 90,561 91,068 100,799 92,154 95,435 96,043 96,681 101,219

9,818 13,608 13,608 13,608 13,608 13,608 13,608 13,608 13,608 13,608 13,608 13,608

3,897 14,680 14,702 14,739 14,776 14,813 14,850 14,887 14,924 14,961 14,999 15,036

885 881 881 881 881 881 881 881 881 881 881 881

41,214 64,107 56,792 57,218 59,802 60,272 69,966 61,284 64,528 65,099 65,699 70,200

5,130 1,494 1,494 1,494 1,494 1,494 1,494 1,494 1,494 1,494 1,494 1,494

(3) 129,905 130,296 120,751 118,434 118,404 116,439 116,504 115,686 115,667 115,598 108,156 107,574

２． 9,562 7,233 6,157 5,188 4,517 3,993 3,560 3,352 3,188 3,076 3,020 3,000

(1) 5,583 4,233 3,157 2,188 1,517 993 560 352 188 76 20

(2) 3,979 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000

(D) 217,544 252,220 234,336 231,543 233,492 231,540 240,933 231,293 234,421 234,879 228,048 232,015

(E) 20,426 △ 51,591 △ 40,293 △ 39,929 △ 42,425 △ 42,974 △ 52,835 △ 44,537 △ 48,204 △ 49,245 △ 50,363 △ 55,411

20,426 △ 51,591 △ 40,293 △ 39,929 △ 42,425 △ 42,974 △ 52,835 △ 44,537 △ 48,204 △ 49,245 △ 50,363 △ 55,411

令和17年度

収

益

的

収

支

収

益

的

収

入

営 業 収 益

使 用 料 収 入

令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

受 取 利 息

長 期 前 受 金 戻 入

令和13年度 令和14年度 令和15年度 令和16年度

そ の 他

営 業 外 収 益

補 助 金

他 会 計 補 助 金

減 価 償 却 費

そ の 他

収 入 計

収

益

的

支

出

営 業 費 用

職 員 給 与 費

基 本 給

経 費

動 力 費

修 繕 費

薬 品 費

委 託 料

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

そ の 他

支 出 計

経 常 損 益 (C)-(D)

当 年 度 純利 益（ 又は 純損 失） €



 

14 

 

◆ 資本的収支の予測 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円）

年　　　　　度 前年度

区　　　分 【 決 算 】

１．

２．

３． 23,990 17,711 17,711 17,711 17,711 17,711 17,711 17,711 17,711 17,711 17,711 17,711

４．

５．

６．

(A) 23,990 17,711 17,711 17,711 17,711 17,711 17,711 17,711 17,711 17,711 17,711 17,711

(B)

(C) 23,990 17,711 17,711 17,711 17,711 17,711 17,711 17,711 17,711 17,711 17,711 17,711

１． 9,563 9,020 3,504 1,200 1,260 2,357 2,300 1,260 1,323 10,039 10,813 1,323

２． 60,716 55,848 44,121 36,754 28,665 24,857 12,313 8,299 6,520 3,605 1,240

(D) 70,279 64,868 47,625 37,954 29,925 27,214 14,613 9,559 7,843 13,644 12,053 1,323

(E) 46,289 47,157 29,914 20,243 12,214 9,503 △ 3,098 △ 8,152 △ 9,868 △ 4,067 △ 5,658 △ 16,388

21,293 △ 51,582 △ 26,559 △ 16,963 △ 11,459 △ 9,299 △ 6,559 6,793 4,842 △ 1,999 △ 1,527 4,154

76,707 25,125 △ 1,434 △ 18,397 △ 29,855 △ 39,155 △ 45,713 △ 38,921 △ 34,079 △ 36,078 △ 37,604 △ 33,451

(H) 222,222 166,374 122,253 85,499 56,834 31,977 19,664 11,365 4,845 1,240

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前年度

区　　　分 【 決 算 】

107,905 70,813 70,813 70,813 70,813 70,813 70,813 70,813 70,813 70,813 70,813 70,813

107,905 70,813 70,813 70,813 70,813 70,813 70,813 70,813 70,813 70,813 70,813 70,813

107,905 70,813 70,813 70,813 70,813 70,813 70,813 70,813 70,813 70,813 70,813 70,813

令和17年度

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

企 業 債

他 会 計 出 資 金

令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

都 道 府 県 補 助 金

令和13年度 令和14年度 令和15年度 令和16年度

他 会 計 補 助 金

国 補 助 金

工 事 負 担 金

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ

れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

計

資本的収入額が資本的支出額に

不足する額     　　    (D)-(C)

単 年 度 現 金 収 支

令和7年度

企 業 債 残 高

現 金 預 金 残 高

令和16年度 令和17年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度令和8年度

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

令和15年度
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7. 下水道事業の課題 

7-1. 経費の削減 

全国的な傾向と同様に本町においても、人口減少に伴う汚水量の減少が予測されます。 

有収水量は、2024（令和 6）年度時点では約３７７ 千 m³ですが、将来見通しにおいて

は減少傾向で推移します。このため、汚水量が減少した場合、既存施設では施設能力が過大

となる可能性がありますので、施設の見直しを適宜行うことで、経費削減を図る必要があり

ます。 

 

7-2. 財源の確保 

下水道事業では、汚水処理に係わる経費は使用料収入を充てることが基本とされていま

す。しかし、2024（令和 6）年度における本町の経費回収率は約 19.9％であり、汚水

処理に係る経費を使用料収入でまかなえていない原価割れの状態にあります。今後、経営

環境がより厳しくなることが想定されるため、財源の確保に向けた取組を行う必要があり

ます。 

 

7-3. 人員及び技術力の確保 

本町では、下水道事業に従事する職員数は 2 名のみであり、人員の確保に加え、次世代

へのノウハウの継承が課題として挙げられます。 

また、現状では、経営面から見た技術的課題が十分に認識されず、その解決策について

も、単独で検討することが困難となる可能性があるため、民間活力の導入についても検討

を進める必要があります。 

さらに、今後は維持管理に重点を置いて事業を進めることが求められていくため、維持

管理業者の委託範囲についても再検討していく必要があります。 

全国的な傾向と同様に本町においても、人口減少に伴う汚水量の減少が予測されます。 
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8. 財政健全化に向けた取組 

8-1. 今後の投資についての取組 

1) 投資の平準化に関する事項 

投資の平準化に関して、個別施設計画に基づき、下水道処理施設全体のリスクを綱領し

た優先度等を踏まえたうえで、財政状況等、今後の情勢を踏まえつつ計画的に行っていく

こととします。なお、必要に応じて整備計画の見直しを実施することにより、より実務的

な構想としていきます。 

2) 広域化・共同化・最適化に関する事項 

広域化・共同化・最適化に関して、農業集落排水処理区域との統合等を検討していきま

す。 

3) 民間活力の活用に関する事項 

民間活力の活用に関して、現在の維持管理委託は、処理場の運転管理業務等を仕様発注

により、業務委託しています。今後は、効率的な維持管理体制の構築等を検討していきま

す。 

4) その他の取組 

上記以外の今後の投資に関する取組について、国の動向や近隣市町村の状況を注視し、

必要に応じて検討を進めていきます。 

 

8-2. 今後の財源についての取組 

1) 使用料収入の見直しに関する事項 

行政人口が将来にわたり減少することを見込んでいるため、収入の適切な費用負担に応

じた使用料改定の検討を適宜図ります。 

2) 資産活用に関する事項 

資産活用により収入増加の取組について、活用可能な資産がないため、現時点では予定

していません。 
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8-3. 投資以外の経費についての取組 

1) 投資以外の経費に関しては、各項目の経費を適宜見直します。 

①. 民間活力の活用に関する事項 （包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制 度、

PPP/PFI など） 

投資以外の経費に対する民間活力に関して、現在の維持管理委託は、管渠施設の調査・

修繕・清掃業務を仕様発注により業務委託しています。 

現在、国交省が推進している「ウォーターPPP」については、今後導入の可能性を検討

していく必要があります。PFI（コンセッション方式）では、施設の所有権を公共が持ち

つつ、運営権を民間に委ねて施設を運営します。 

②. 職員給与費に関する事項 

職員給与費は下水道事業会計から支給されています。経費削減等に関して、各種業務に

対する適正化を図り、費用の増加の抑制等を検討していきます。 

③. 動力費に関する事項 

施設更新時に省電力設備の導入、運転操作方法の調整による動力費の軽減等を検討して

いきます。 

④. 薬品費に関する事項 

効率的な維持管理による薬品の軽減等を検討していきます。 

⑤. 修繕費に関する事項 

効率的な維持管理による修繕費の適正化等を検討していきます。 

⑥. 委託費に関する事項 

管渠の計画的な調査・点検、施設の最適な維持管理による費用の抑制を検討してきます。 
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8-4. 今後の経営目標 

自立した経営基盤の必要性がある公共下水道事業では、接続率の向上や経費節減といっ

た自助努力だけでなく、管渠施設や処理施設の健全性を維持することが、安定した経営を行

うための条件となります。 

一方で、投資事業には一定の資金が必要になるため、その「投資試算(投資事業にかかる

費用の見通し)」と「財源試算(使用料収入など財源の見通し)」を均衡させなければ、公共下

水道事業を持続させることはできません。 

したがって、この投資事業に必要な財源を確保し、「投資試算」と「財源試算」を均衡さ

せるためには、「効率化・健全化」に取り組み、事業運営にかかる経常的な経費の削減と適

正な使用料の設定を進めることで「経営基盤の強化」を図るとともに、各施設の「投資の最

適化」を進めることが必要となります。 

そこで、今後の公共下水道事業の課題について以下のように整理しました。 

経営状況は、経営指標の一つである経費回収率や汚水処理原価を比較すると、平均水準よ

り大幅に下回っており、一定の経営水準を維持できていない状況です。 

また、収益的収支については、人口減少、高齢化の進行等の要因から収入減少が見込まれ

るため、一般会計からの繰入金に依存する状態が続くと想定されます。 

資本的収支については、施設・設備の老朽化に伴う改築・更新事業への投資等の支出が今

後も見込まれますが、適切な費用で支出をしていきます。 

以上を踏まえ、令和６年４月１日より法適用を行ったことで、経営状況（損益情報、スト

ック情報）の的確な把握が可能となり、経営基盤の強化と中長期的な視点で財政状況（資産・

負債）を「見える化」し、効率的かつ持続可能な資金の運営を行う財政マネジメントの向上

等に取り組みます。  
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9. 計画の事後検証 

9-1. 経営戦略の事後検証 

本計画の事後検証として、PDCA サイクル（計画策定（Plan）－事業実施（Do）－検

証（Check）－改善（Action））を実践し、本計画の有効期間を 5 年間とし、令和 12 年

度には経営戦略の見直しを行うこととします。 

 

 

 

 

 

 

 

【図】 経営戦略の PDCA サイクル 

 

9-2. 経費回収率の向上に向けたロードマップ 

「下水道事業における収支構造適正化に向けた推進についての留意事項」（国土交通省事

務連絡 令和 2 年 7 月 22 日）に基づき、経費回収率の向上に向けたロードマップを以下

のように示します。本計画は５年度ごとに結果を検証し、定期的な経営戦略改定の視野も入

れ 10 年間のロードマップとします。 

年度 内容 

令和 7 年度 経営戦略の改定 

令和 8 年度 決算の検証 

令和 9 年度 下水道使用料の在り方を審議 

令和 １0 年度 使用料改定の実施予定 

令和 １1 年度 使用料改定後の決算の検証（モニタリング） 

令和 １2 年度  経営戦略の改定 

令和 １3 年度 決算の検証 

令和 １4 年度 下水道使用料の在り方を審議 

令和 １5 年度 使用料改定の検討 

令和 １6 年度 決算の検証（モニタリング） 

令和 １7 年度 経営戦略の改定 

 

 

 

 

▪ 目標達成に向けた事業実施

▪他計画との整合

▪経営戦略の策定、改定

▪各年度の予算編成

▪経営指標等を活用した評価

と検証

▪ 事業の改善

▪ 計画の見直し

Plan

計画

Do

実践

検証
Check

改善
Action
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行 用語 意味 

か

行 官 庁
かんちょう

会 計
かいけい

 

国及び地方公共団体で行われている会計をいい、公会計（こうかいけい）ともいう。一般会計と特別会計に分けられて

おり、下水道事業は特別会計に当たる。会計において現金の支出と収入があった時点で金額を計上する『現金主義会計』

を採用しており、収支のみを帳簿に付ける『単式簿記』の手法を用いる会計方法。 

  
公 営
こうえい

企 業
きぎょう

会 計
かいけい

 

地方公営企業が行う会計方法。 

経済活動の発生という事実に基づき、発生の都度記帳を行う『発生主義会計』を採用しており、取引を原因と結果に分

けて記録する『複式簿記』の手法を用いる会計方法。 

  
企 業
きぎょう

債
さい

 
地方公共団体が地方公営企業の建設・改良などに要する資金を外部から調達するために行う借金であり、その借入期間

が一会計年度を超えて行われるものを指す。 

  
繰 入
くりいれ

金
きん

 
異なる会計区分の間において、相互に資金運用すること。 不足が生じた事業に別の会計から資金を取りくずして繰り

入れることなどをいう。 

  
経 営
けいえい

戦 略
せんりゃく

 
将来にわたって安定的に事業を継続していくための中長期的な投資・財政計画のこと。 

  
原 価
げんか

割
わ

れ 
一般的に、売り値が原価を下回ることをさす。下水道事業においては、売り値に当たる使用料単価が、原価に当たる汚

水処理原価を下回っている状態のことを指す。 

さ

行 財 政
ざいせい

指 標
しひょう

 
自治体の財政状況を測るための「ものさし」です。決算数値などから、財政力、財政構造の弾力性、借金負担などを分

析するために用いられます。 

  
処 理 区 域 内 人 口
しょりくいきないじんこう

 
下水処理が開始されている処理区域に居住する人口のこと。下水道事業において事業規模を示す指標である。 

  
将 来
しょうらい

行 政
ぎょうせい

人 口
じんこう

 
住民基本台帳に記載されている人口および外国人登録法により登録される人口の将来予測のこと。 

  
資 本 費 平 準
しほんひへいじゅん

化
か

債
さい

 
施設寿命と償還期間の差による資金不足を補う、発行が認められる地方債のこと。 

  
資 本 的
しほんてき

収 支
しゅうし

 
効果が次期以降に及び将来の収益に対応する支出と，その財源となる収入のこと。下水道事業においては、将来の経営

活動に備えて行う建設改良費や、建設改良に係る企業債償還金等の投資的な支出及びその財源となる収入のこと。 

  
社 会
しゃかい

資 本
しほん

整 備
せいび

総 合
そうごう

交 付 金
こうふきん

 

道路、港湾、治水、下水道、海岸、都市公園、市街地整備、住宅及び住環境整備等といった政策目的を実現するため、

地方公共団体が作成した社会資本総合整備計画に基づき、目標実現のための基幹的な社会資本整備事業のほか、関連す

る社会資本整備やソフト事業を総合的・一体的に支援する制度。 

  
収 益 的
しゅうえきてき

収 支
しゅうし

 

公営企業の一事業年度の経営活動に伴い発生したすべての収入とそれに対応するすべての支出のこと。下水道事業にお

いては、下水道施設にて汚水の処理に伴う収入・支出のことを指す。収入は、汚水処理の対価である使用料収入などが

含まれ、支出は、施設の維持管理費や職員の人件費、減価償却費などが含まれる。 

  
純 利 益
じゅんりえき

 
収益的収支において、総収益－総費用の計算式で求められる利益。 

  
水 洗
すいせん

化
か

 
宅地内の排水管（排水設備）を公共下水道等へ接続すること。 

  
水 洗
すいせん

化
か

人 口
じんこう

 
下水道の処理区域内で実際に水洗便所を設置して汚水を処理している人口を示す指標。 

た

行 中 継
ちゅうけい

ポンプ
ぽんぷ

場
じょう

 
下水を集めてくみ上げる施設の１つ。下水などをポンプ揚水する目的のポンプ、配管、弁、補機類、制御設備などを含

む施設。目的に応じて、排水ポンプ場、中継ポンプ場などがある。 

  
地 方 公 営 企 業 法
ちほうこうえいきぎょうほう

 

地方公共団体が経営する上下水道や病院などの「地方公営企業」について、その組織、財務、職員の身分など、経営の

根本基準を定めた法律のこと。この法律により、経済性と公共性の両立を目指し、企業の独立採算制を原則としながら

事業運営を行うための基本的な枠組みが定められています。 

は

行 
PPP 

「Public Private Partnership」の略で、行政と民間事業者が連携して公共サービスや公共施設の整備・運営を行う手

法のこと。この公民連携により、民間の資金やノウハウを活用し、公共サービスの効率化や質の向上、財政負担の軽減

を目的とする。 

  PFI 

「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律」（PFI 法）に基づき、公共施設等の建設、維持管

理、運営などを民間の資金、経営能力、技術力を活用して行う事業手法のこと。これにより、公共サービスをより効率

的かつ効果的に提供することを目指すこと。 

  PDCA サイクル 
PDCA サイクルとは、Plan(計画)・Do（実行）・Check（評価）・Action（改善）を繰り返すことによって、生産管

理や品質管理などの管理業務を継続的に改善していく手法のこと。 

  
ポンプ 場

じょう
 

下水を集めてくみ上げる施設。下水などをポンプ揚水する目的のポンプ、配管、弁、補機類、制御設備などを含む施設。

目的に応じて、排水ポンプ場、中継ポンプ場などがある。 

ま

行 マンホールポンプ

まんほーるぽんぷ

 

勾配を利用した自然流下で流すことのできない場所から下水をくみ上げて再び勾配によって流れるようにするポンプ

設備。道路上の下水マンホールの中にポンプが埋設設置されている。 

や

行 有 収
ゆうしゅう

水 量
すいりょう

 
処理場で処理した全汚水のうち、使用料の徴収対象となる水量のこと。 

ら

行 流 域 下 水 道
りゅういきげすいどう

 

2 つ以上の市町村にわたる下水を、都道府県が一体となって広域的に処理する大規模な下水道システムのこと。複数の

市町村から排出される下水を、都道府県が設置・管理する幹線管渠やポンプ場、そして終末処理場で集めて浄化し、公

共用水域へ放流します。 

 

用語集 

 


